
「豊中市食品ロス削減推進計画」の策定（骨子案）について

 食品ロスの問題は、平成27年（2015年）9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ（SDGs）」において言及されるなど、国際的にも重要な課題となっており、食品ロス削減に取り

組むことは、その他の課題解決にもつながり、波及効果も大きい

 国においては、地方公共団体、事業者、消費者等の多様な主体が連携し、国民運動として食品ロスの削減を推

進するため、令和元年（2019年）5月に「食品ロスの削減の推進に関する法律」（令和元年法律第 19 号）

が成立し、同年10月1日に施行された

 本市でも、食品ロスの削減に向けた取組みは「第４次豊中市一般廃棄物処理基本計画」及び「第4次豊中市ご

み減量計画」において優先的な取組みとして位置づけ、食べ物を大切にする活動を市域で展開している

 本市の食品ロス削減の取組みをより一層充実させ、総合的かつ計画的に推進するため「豊中市食品ロス削減推

進計画」を令和3年度（2021年度）に策定する
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第4次豊中市一般廃棄物処理基本計画

豊中市食品ロス削減推進計画

★（中間見直し）

計画構成（案）

第１章 計画策定の趣旨
１．背景と目的
２．位置付け
３．計画期間

第２章 食品ロスの現状と課題
１．食品ロスの現状
２．本市の主な食品ロスに関する取組
３．課題の整理

第３章 計画の基本理念と推進施策
１．計画のめざすもの

(1) 基本理念
(2) 基本方針

２．食品ロス削減目標
３．基本方針に基づく施策の展開

(1) 施策の体系
(2) 各方針の施策内容
(3) 各主体の役割

４．推進体制

豊中市の主な食品廃棄物に関する取組み
 ごみ排出実態調査による

市内食品ロス量の把握
（家庭系・事業系）

 絵本『きょうのきゅうしょくな～に
かな』の作成

 飲食店向け食品ロス削減
ガイドブックの作成

 『とよなか食品ロス・ゼロ
ハンドブック』の作成  フードドライブの実施  学校給食センターの

食品廃棄物たい肥化

豊中市の食品ロス発生状況
【家庭系ごみから発生する食品ロス】

 令和元年度に実施した家庭系ごみ排出実態調査では、

可燃ごみ全体のうち厨芥類は約43％を占め、食品

ロスは厨芥類の約４割を占めている

 食品ロスのうち、約半分 (全体の約8%)が「手つか

ず食品」である

 また「手つかず食品」のうち約４割(全体の約3％)

は野菜である

【事業系ごみから発生する食品ロス】
 令和2年度に実施した事業系ごみ排出実態調査では、

事業系ごみ全体における食品ロスの割合は約17％
である

 食品ロスの割合が25％以上と高い業種としては、
食品製造業、コンビニエンスストア、ファミリーレ
ストラン、老人ホーム、文教・文化施設があげられ
る

計画の位置づけ

 「豊中市食品ロス削減推進計画」は、「食品ロスの削減の推進

に関する法律」第13条第１項の規定に基づき策定する「市町

村の区域内における食品ロスの削減の推進に関する計画」（市

町村食品ロス削減推進計画）として位置付ける

 「第3次豊中市環境基本計画」、「第3期豊中市食育推進計

画」等本市の諸計画と整合を図り、また大阪府の「大阪府食品

ロス削減推進計画」とも整合を図る

 この計画は「第 ４ 次豊中市一般廃棄物処理基本計画」 におけ

る食品ロス削減に関連する事項の個別計画として位置付ける

第4次豊中市総合計画

第3次豊中市環境基本計画

第4次豊中市
一般廃棄物処理基本計画

第1部 ごみ処理基本計画
第2部 生活排水処理基本計画
第3部 食品ロス削減推進計画

計画策定スケジュール

令和３年度廃棄物減量等推進審議会において、次のとおり検討を行う

令和3年８月

第3回 審議会

・骨子案説明

・委員意見聴取

令和3年11月

第4回 審議会

・素案説明

・委員意見聴取

令和3年12月

・パブリックコメント

（意見公募）

令和4年１月

第5回 審議会

・最終案説明

・委員意見聴取

令和4年3月

・計画の公表

【家庭系可燃ごみの組成割合（重量比）】 【事業系ごみ全業種平均の組成割合（重量比）】

厨芥類

42.6%
食べ残し等

9.4%

手つかず食品

8.4%

調理くず等

24.8%

紙類

33.5%

プラスチック類

11.7%

その他

12.2%

食品ロス

17.8%

令和3.08.26

第3回審議会

資料 4


